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Abstract. 
This paper reviews the main revision points regarding the Child Welfare Act, which was revised in 2016, and discusses future 
issues regarding social care from the perspectives of child welfare and child-care and family support. On the basis of the 
discussion, the following four points are identified as future issues regarding social care. Firstly, it is of enormous significance 
that the Convention on the Rights of the Child is regarded as the basic principle for the Child Welfare Act. A matter that will 
be an issue is how to make use of the concepts, basic principles, and content of the Convention in the future in measures and 
practice pertaining to social care. Secondly, while entrustment to foster parents is being promoted in social care, a matter that 
will be an issue is how to guarantee "the right to know ... his or her parents" in Article 7 of the Convention on the Rights of the 
Child. Knowing and accepting their own parents is the starting point from which foster children face reality. Thirdly, while 
support for rebuilding parent-child relationships is regarded as important, it will be necessary to investigate how attachment 
should be formed. Fourthly, it will be necessary to understand social care not only as measures for children who are in need of 
care, but also as a means for achieving social inclusion, and also to make its position clear in the wording of laws and policies 
related to social care. 
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はじめに 
2016 年 5 月 27 日、「児童福祉法等の一部を改正する
法律」が成立された。今回の児童福祉法改正の趣旨は
「全ての児童が健全に育成されるよう、児童虐待につ
いて発生予防から自立支援まで一連の対策の更なる強
化等を図るため、児童福祉法の理念を明確化するとと
もに、母子健康包括支援センターの全国展開、市町村
及び児童相談所の体制の強化、里親委託の推進等の所 
 
 
要の措置を講ずる」とあり、児童虐待防止と社会的養 
護の充実化の観点からの法改正であるといえる。 
児童虐待防止や社会的養護に関する施策は児童福祉
法の改正とともに推進されてきた。社会的福祉構造改
革の流れのなかで、1997 年には児童福祉法が大幅に改
正され、要保護児童施策において児童の自立支援が強
調された。2000 年には児童虐待防止法の制定により、
虐待に対する行政の緊急介入の強化や、虐待をした保
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護者に対する行政の指導が義務付けられた。2004 年の
児童福法改正で子ども家庭相談に関して市町村が第一
義的機関として位置付けられた。また、2008 年の児童
福祉法改正では、小規模居住型児童養育事業（ファミ
リーホーム）が規定され、里親についても法的に養育
里親と養子縁組里親が分けられた。2012 年に厚生労働
省が「児童養護施設等の小規模化及び家庭的養護の推
進について」が通知され、施設の小規模化の推進が打
ち出された。 
2016 年の児童福祉法の改正では、深刻化する児童虐
待に対して一連の防止対策の強化を図るため、①児童
福祉法の理念の明確化等、②児童虐待の発生予防、③
児童虐待発生時の迅速・的確な対応、④被虐待児童へ
の自立支援等が盛り込まれた 1。本稿では、2016 年に
改正された児童福祉法の改正背景を概観したうえで、
主な改正点を検討し、児童福祉と子育て家庭支援の観
点から社会的養護における今後の課題を考察する。 
 
１．児童福祉法の改正背景 
（１）社会問題としての児童虐待 
日本において児童虐待が社会的な問題として認識さ
れるようになったのは 1990 年代以降である 2。児童虐
待に関する公的統計は，厚生労働省が 1990 年の児童
相談所における児童虐待相談対応件数を公表したのが
最初である。表 1 のように、児童虐待相談対応件数は、
統計をとりはじめた 1990 年には 1,101 件であったが、
10 年後の 2000 年には 17,725 件、さらに 2010 年には
56,384 件と急増している。こうした状況に対して、1997
年度には児童福祉法が制定後 50 年ぶりに大幅に改正
され、児童相談所が施設入所等の措置を採るに当たっ
て一定の場合には都道府県児童福祉審議会の意見を聴
取することとされ、児童相談所における措置決定の客
観化を図るとともに、子ども虐待等複雑・多様化する
子ども家庭問題に児童相談所が的確に対応できるよう
児童相談所を専門的にバックアップする仕組みが講じ
られた。さらに、同法の改正では、地域に密着したき
め細かな相談支援を通じて問題の早期発見・早期対応
を図るための「児童家庭支援センター」が創設された
（厚生労働省）3。さらに、2000 年に児童虐待の防止等
に関する法律（児童虐待防止法）を制定し、児童虐待
の定義を明確にするとともに、「児童虐待の防止に関す
る国及び地方公共団体の責務、児童虐待を受けた児童
の保護のための措置等を定め」、その対応体制と防止対
策の強化に乗り出した 4。しかし、児童相談所での児童
虐待に関する相談対応件数は年々増加し、児童相談所
での児童虐待に関する相談対応件数は年々増加し、
2016 年には 122,578 件（全国及び東京都ともに過去最
高）と、児童虐待は急増を続けている状況である。そ
して厚生労働省「児童養護施設入所児童等調査」（2015）
5 によると、2013 年には全国の児童養護施設に入所し
ている子ども全体のうち 59.5％が虐待を受けた子ども
であると言われている。 
表 1  児童虐待相談対応件数の推移 
年
度 
1990 1996 2000 2010 2013 2015 2016 
件
数 
1,101 4,102 17,725 56,384 88,931 103,260 122,578
出所：厚生労働省 「平成 28 年度児童相談所での児童虐待相
談対応件数＜速報値＞」p.1 をもとに筆者作成 
 
（２）子どもの権利条約採択と児童虐待に対する国家
の責任強化 
1989 年に国連総会で採択された「子どもの権利条約
（Convention on the Rights of the Child）」は、すべての
子どもに人権を保障する法的拘束力を持った初めての
国際条約であり、日本は 1994 年に批准している。18 歳
未満を「児童（子ども）」と定義し、前文と本文 54 条
からなり、子どもの生存、発達、保護、参加という包
括的な権利を実現・確保するために必要となる具体的
な事項を規定している 6。子どもの権利条約第 19 条 1
項では、「締約国は、児童が父母、法定保護者又は児童
を監護する他の者による監護を受けている間において、
あらゆる形態の身体的若しくは精神的な暴力、傷害若
しくは虐待、放置若しくは怠慢な取扱い、不当な取扱
い又は搾取（性的虐待を含む。）からその児童を保護す
るためすべての適当な立法上、行政上、社会上及び教
育上の措置をとる」と規定している。国際条約の中に
初めて子ども虐待やネグレクトが明記されたことは画
期的なことであった 7。 
子どもの権利条約は、子どもの成長・発達のための
親および家族環境を重視する。子どもは、人格の全面
的で調和のとれた発達のためにふさわしい家庭環境
（代替的な環境を含む）のもとで成長すべきであると
いう理念に基づき、子どもの第 1 次的養育責任は親に
あり（第 18 条）、親は子どもが権利を行使するにあた
って、その能力の発達と一致する方法で指導する権利
と義務を持ち、責任を負っている（5 条）と規定してい
る。子どもは親を知る権利、親により養育される権利
がある（7 条）。条約は、親と家族の保護・援助を通し
て子どもの発達や権利を保障しようとしている。 
子どもの権利条約の第 20 条、第 9 条は社会的養護そ
のものに関する条項である。第 20 条 1 項では「一時的
若しくは恒久的にその家庭環境を奪われた児童又は児
童自身の最善の利益にかんがみその家庭環境にとどま
ることが認められない児童は、国が与える特別の保護
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及び援助を受ける権利を有する」とあり、2 項は、国に
はそのための「代替的な監護を確保する」責任があり、
監護には「里親委託、養子縁組、必要な場合には児童
の監護のための適当な施設への収容」（3 項）が含まれ
るとしている。第 9 条 1 項、2 項及び 3 項は「親から
の分離禁止」条項である。子どもの権利の観点からは
「親からの分離禁止」が原則であり、児童虐待など「特
定の場合」に「司法の審査に従うことを条件として」
分離が認められている。すなわち、子どもが親から分
離されないよう家庭支援を行うことは社会的養護の根
幹的な目標であり、分離せざるを得ない場合には、子
どもの最善の利益の観点と適正な手続きに基づいて分
離するのが原則である。さらに、分離された場合には、
家庭環境の改善をはかり早期に家庭で親子が一緒に暮
らすことができる状況を回復することが社会的養護の
基本目標となる。このように子どもの権利条約は児童
の最善の利益を実現するために父母の第一義的責任と
それを可能にさせる公的援助の責任が明確に規定され
ている。 
日本は 1994 年の子どもの権利条約の批准を契機に
子どもの権利や養育環境への関心が高まり子どもの権
利として社会的養護が位置づけられ、国の責任に基づ
いて関連施策が整備・展開されている。 
２．社会的養護施策の改革 
山縣（2016 年）は、「社会的養護施策は、児童福祉法
制定時、事実上最も大きな課題であったものであり、
整備も早かった。一方で、その分、変化への対応力が
弱かったと言わざるを得ない。社会的養護施設の本格
的な改革は、社会的養護施策の矛盾への内発的な認識
からというよりも、高齢者福祉や地域福祉改革の機運
に合わせ、並行的に進められていった。たとえば、子
育て短期支援事業（1990 年、家庭養育支援事業として
開始）、子ども家庭福祉相談の第一義的窓口の市町村化
（2005 年）などである。社会的養護の内発的改革は、
2010 年前後からである。社会的養護改革の基本的方向
を示したのは『社会的養護の課題と将来像』（2011）で
ある」8と述べている。 
「社会的養護の課題と将来像」は、児童養護施設等
の社会的養護の課題に関する検討委員会と社会保障審
議会児童部会社会的養護専門委員会によって発表され
た報告書である。その背景には、子どもの権利条約と、
条約に基づく子どもの権利委員会からの 2 回にわたっ
ての施設中心のあり方の見直しに関する指摘、「子ども
の代替的養育に関する国連ガイドライン」（2009 年）の
採択がある。国連ガイドラインでは、「施設の進歩的な
廃止を視野に入れた、明確な目標及び目的を持つ全体
的な脱施設化方針に照らした上で、代替策は発展すべ
きである」とし、別項では、3 歳未満の子どもについて
は、施設の利用を避けるべきことを示している。これ
に基づき、2010 年、日本は表 2 のような 3 回目の勧告
を受け、社会的養護改革を強く迫られることになった。 
表 2 国連子どもの権利委員会による社会的養護に関する勧告 
 委員会は条約第 18 条に照らし、締約国に以下を勧告する 
(a)里親が小規模なグループ施設のような家族型環境において
児童を養護すること 
(b)里親制度を含め、代替的監護環境の質を定期的に監視し、全
ての監護環境が適切な低基準を満たしていることを確保す
る手段を講じること 
(c)代替的監護環境下における児童虐待について責任ある者を
捜査、訴追し、適当な場合には虐待の被害者が通報手続、カ
ウンセリング、医療ケア及びその他の回復支援にアクセスで
きるよう確保すること 
(d)全ての里親に財政的支援がされるよう確保すること 
(e) 2009 年 11 月 20 日に採 択さ れた国連 総会 決議
（A/RES/64/142）に含まれる児童の代替的監護に関する国
連ガイドラインを考慮すること。 
出所：外務省（2010）「国連子ども権利委員会の締約国から 
提出された報告の審査の最終見解」 
 
日本における社会的養護の施設に入所している子ど
もたちが 9 割という現状から、「社会的養護の課題と将
来像」では、社会的養護の基本的方向として、①家庭
的養護の推移、②専門的なケアの充実、③自立支援の
充実、④家族支援、地域支援の充実を示し、10 数年を
かけて、「施設養護（本体における養護；児童養護施設
は全て小規模ケア）」「家庭的養護（グループホーム）」
「家庭養護（里親およびファミリーホーム）」をそれぞ
れ 3 分の 1 ずつの割合にしていく、という目標を設定
した（図 1）。2016 年に改正された児童福祉法は社会的
養護の基本的方向を中核に据えた改正である。次節で
は、改正児童福祉法の社会的養護関連条項を検討して
いく。 
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〈現在〉        〈想像される将来像〉 
  施設 9 割、里親等 1 割    本体施設・グループホーム・里親等をそれぞれ概ね 3 分の 1 に 
本体施設  本体施設 乳児院                     3,000 人程度  
児童養護            11,000 人程度 本体施設 
計 14,000 程度  
(37%) ～ (32%) 
グループ 
ホーム 
地域小規模児童養護        3,200 人程度  
小規模ケアのグループホーム型         9,000 人程度   
計 12,200 人程度  
(32%) ～ (28%) 
グループホーム 家庭養護 里親            7,100 人程度～12,500 人程度  
ファミリーホーム          5,000 人程度  
計 12,100 人程度～17,500 人程度 
家庭養護 
  児童数合計 38,300 人 ～ 43,700 人 
(人口比例で 1 割縮小の場合)  (縮小しない場合) 
                                     (人数は一定の条件での試算) 
出所：厚生労働省「社会的養護の課題と将来像（概要）」2011 年、p.32 をもとに筆者作成 
図 1 社会的養護の整備量の将来像 
 
３．児童福祉法の主な改正点検討 
 改正児童福祉法は、児童福祉が子どもの権利条約
に基づくことを総則に明記するとともに、児童虐待対
応体制の強化、里親委託の推進などを定めた改正法で
ある。改正児童福祉法の概要は以下のように示されて
いる。
 
表３ 児童福祉法等の一部を改正する法律（平成 28 年法律第 63 号）      （平成 28 年 5 月 27 日成立・6 月 3 日公布） 
全ての児童が健全に育成されるよう、児童虐待について発生予防から自立支援まで一連の対策の更なる強化等を図るため、
児童福祉法の理念を明確化するとともに、母子健康包括支援センターの全国展開、市町村及び児童相談所の体制の 強化、里
親委託の推進等の所要の措置を講ずる。 
改正の概要 
１．児童福祉法の理念の明確化等 
(1) 児童は、適切な養育を受け、健やかな成長・発達や自立等を保障されること等を明確化する。 
(2) 国・地方公共団体は、保護者を支援するとともに、家庭と同様の環境における児童の養育を推進するものとする。  
(3) 国・都道府県・市町村それぞれの役割・責務を明確化する。  
(4) 親権者は、児童のしつけに際して、監護・教育に必要な範囲を超えて児童を懲戒してはならない旨を明記。  
２．児童虐待の発生予防  
(1) 市町村は、妊娠期から子育て期までの切れ目ない支援を行う母子健康包括支援センターの設置に努めるものとする。  
(2) 支援を要する妊婦等を把握した医療機関や学校等は、その旨を市町村に情報提供するよう努めるものとする。 
(3) 国・地方公共団体は、母子保健施策が児童虐待の発生予防・早期発見に資することに留意すべきことを明確化する。  
３．児童虐待発生時の迅速・的確な対応  
(1) 市町村は、児童等に対する必要な支援を行うための拠点の整備に努めるものとする。  
(2) 市町村が設置する要保護児童対策地域協議会の調整機関について、専門職を配置するものとする。  
(3) 政令で定める特別区は、児童相談所を設置するものとする。  
(4) 都道府県は、児童相談所に①児童心理司、②医師又は保健師、③指導・教育担当の児童福祉司を置くとともに、弁護士
の配置又はこれに準ずる措置を行うものとする。  
(5) 児童相談所等から求められた場合に、医療機関や学校等は、被虐待児童等に関する資料等を提供できるものとする。  
４．被虐待児童への自立支援  
(1) 親子関係再構築支援について、施設、里親、市町村、児童相談所などの関係機関等が連携して行うべき旨を明確化する。 
(2) 都道府県（児童相談所）の業務として、里親の開拓から児童の自立支援までの一貫した里親支援を位置付ける。  
(3) 養子縁組里親を法定化するとともに、都道府県（児童相談所）の業務として、養子縁組に関する相談・支援を位置付け
る。 
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(4) 自立援助ホームについて、22 歳の年度末までの間にある大学等就学中の者を対象に追加する。  
（検討規定等）  
○施行後速やかに、要保護児童の保護措置に係る手続における裁判所の関与の在り方、特別養子縁組制度の利用促進の在り
方を検討する。 
○施行後 2 年以内に、児童相談所の業務の在り方、要保護児童の通告の在り方、児童福祉業務の従事者の資質向上の方策を
検討する。  
○施行後 5 年を目途として、中核市・特別区が児童相談所を設置できるよう、その設置に係る支援等の必要な措置を講ずる。
施行期日 
平成 29 年 4 月 1 日（1、2（3）については公布日、2（2）、3（4）（5）、4（1）については平成 28 年 10 月 1 日） 
出所：厚生労働省（2016）「児童福祉法等の一部を改正する法律（平成 28 年法律第 63 号）の概要」をもとに筆者修正 
 
上記の改正の概要「1.児童福祉法の理念の明確化等」
に関する内容として、児童福祉法第 1 条では「全て児
童は、児童の権利に関する条約の精神にのっとり、適
切に養育されること、その生活を保障されること、愛
され、保護されること、その心身の健やかな成長及び
発達並びにその自立が図られることその他の福祉を等
しく保障される権利を有する」と、児童福祉の理念を
示している。ここで注目すべき点は、主語が「すべて
国民は」から「全て児童は」に変更になったことであ
る。1947 年に成立した児童福祉法の理念は 2016 年の
改正まで約 70 年間「すべて国民は、児童が心身ともに
健やかに生まれ、且つ、育成されるよう努めなければ
ならない（第 1 条）」であった。今回の改正で児童福祉
に関する法律のなかで中核をなす児童福祉法に福祉を
子どもの権利として位置づけたこと、さらにその権利
は子どもの権利保障について世界共通基準である子ど
もの権利条約の精神にのっとり保障されることとなっ
たことは子どもの権利保障の実現にとって大きな前進
である。 
第 2 条第 1 項（子どもの育成に対する国民の責任）
では、「全て国民は、児童が……社会のあらゆる分野に
おいて、児童の年齢及び発達の程度に応じて、その意
見が尊重され、その最善の利益が優先して考慮され、
心身ともに健やかに育成されるよう努めなければなら
ない」とされ、子どもの権利条約の「子どもの意見表
明権」（第 12 条）と「子どもの最善の利益」（第 3 条）
が規定されている。第 2 条第 2 項では保護者の第 1 次
的責任を、第 3 項においては国及び地方公共団体の児
童育成の責任を示している。第 3 条第 2 項では、「国及
び地方公共団体は、……児童を家庭において養育する
ことが困難であり又は適当でない場合は児童が家庭に
おける養育環境と同様の養育環境において継続的に養
育されるよう、必要な措置を講じなければならない」
と、虐待などで親に養育が受けられない児童に対して
国及び地方公共団体の責務を明示している。虐待とい
う現実の子どもの問題を権利の視点で解決しようとす
ることは意義がある。また、児童が家庭と同様の養育
環境において継続的に養育されるようと、家庭に近い
環境での養育を推進するため、養子縁組や里親・ファ
ミリーホームへの委託を一層進めることが重要となる。 
改正の概要「2．児童虐待の発生予防児童虐待の発生
予防」に関する内容として、児童福祉法第 21 条の 10
の 5 第 1 項では、妊娠期から子育て期にまでの切れ目
のない支援を行うために、出産前に支援を要する妊婦、
児童、その保護者に日頃から接する機会が多い、医療
機関、児童福祉施設、学校等が支援を要する妊婦等を
把握した場合には、その情報を市町村に提供するよう
努めることとなった。そして母子保健法第 5 条第 2 項
には、国及び地方公共団体は、母子保健施策が乳幼児
虐待の発生予防・早期発見に資するものであることに
留意しなければならない旨を明記した。母子保健施策
に虐待の予防、早期発見機能を持たせる趣旨であり、
母子保健施策と児童虐待防止対策との連携がより一層
重要になってくるだろう。 
改正の概要「3．児童虐待発生時の迅速・的確な対応」
に関する内容として、児童福祉法第 10 条の 2 では、市
町村において特に在宅ケースを中心とする支援体制を
一層充実するため、実情の把握、情報提供、相談・指
導、関係機関との連絡調整等の支援を一体的に提供す
る拠点の整備に努めると、定めている。第 25 条の 2 第
6 項は「市町村の設置する要保護児童対策地域協議会
の調整機関は、専門職を置くこと」とあり、改正前は
努力義務であった専門職の配置が義務化されたのであ
る。第 25 条の 2 第 8 項においては「調整機関に配置さ
れる専門職は、厚生労働大臣が定める基準に適合する
研修を受けること」とされているが、研修内容の検討
や定めも必要である。児童相談所設置自治体の拡大の
取り組みとして、政令で定める特別区は児童相談所を
設置することとなった（第 59 条の 4 第 1 項）。財源や
人材確保等を勘案すると、大きな負担になるのではな
いだろうか。児童相談所の体制強化として、児童相談
所において業務量に見合った体制強化・専門性向上を
図るため、都道府県は、児童相談所に児童心理司、医
師又は保健師、指導・教育担当の児童福祉司〈スーパ
原著 
ーバイザー〉等の専門職を配置（第 12 条の 3 第 6 項第
2 号、第 13 条第 5 項）し、その資質の向上を図ること
とする 10。さらに、児童相談所は、法律に関する専門
的な知識経験を必要とする業務を適切かつ円満に行う
ため、弁護士の配置しなければならない（第 12条 3項）。
虐待を受けた児童を保護する際、親とトラブルになる
ことがあり、児童相談所に弁護士を置くことで親権停
止などの手続きが円満に進むようになるだろう。一時
保護についても児童の安全を迅速に確保し適切な保護
を図るため、保護者の同意がなくても行うべきである
と明記した（第 33 条）。 
改正の概要「4．被虐待児童への自立支援」に関する
内容として、第 48 条の 3 では「乳児院等の長及び里親
等は、施設に入所し、又は里親等に委託された児童及
びその保護者に対して、関係機関との密接な連携を図
りつつ、親子の再統合のための支援等を行う」と規定
している。吉田（2017 年）は、「虐待等のリスクが高く、
施設入所等の措置や一時保護により、親子分離し、児
童の安全を確保したケースについて、…親子関係再構
築がうまくいかず、より深刻な事態に陥るケースも見
受けられる。こうした事態を防ぐため、児童相談所が
措置等を解除するに当たっては、在宅に戻した後、親
子に対し継続的なフォローを行い、親子関係が安定し
て再構築されるよう丁寧な支援を続けることが重要で
ある」と指摘している 11。親子再統合後の虐待の再発
防止を図るための具体的な対策が必要である。里親委
託等の推進に関しては、里親支援と養子縁組に関する
相談・支援等が児童相談所の業務として位置づけられ
た（第 11 条第 1 項第 2 号へ・ト）。 
おわりに 
本稿では、2016 年に改正された児童福祉法の主な改
正点の検討を通して、児童福祉と子育て支援の観点か
ら社会的養護における今後の課題について考察を行っ
た。考察から、児童福祉と子育て家庭支援の観点から
以下の 4 つを社会的養護における今後の課題として指
摘したい。 
第 1 に、児童福祉に関する法律のなかで中核をなす
児童福祉法の基本原理に子どもの権利条約を位置づけ、
条約の一般原則である「子どもの意見表見権」と「子
どもの最善の利益」が規定されたことは大きな意義が
ある。今後条約の理念や基本原則、内容を社会的養護
の施策や実践でどのように活かせていくかが課題であ
り、そのための条件整備が必要である。 
第 2 に、児童福祉の観点から考えると、社会的養護
の今後の方向性として里親委託の推進が進められてい
る中で子どもの権利条約の第 7条 12「出自を知る権利」
をいかに保障するかが課題の一つとして考えられる。
7 条では、子ども自身が誰から生まれたのか、親を知る
権利があるとされている。寺崎（2013）は 13、「子ども
の出自が分からないケースであっても、出来る限りの
情報収集や、結果分からないことも多いだろうが調べ
るという大人側の意識が求められる。施設で暮らすす
べての子どもたちとって出自を知る権利を保障するた
めに、得られた事実を子どもたちに伝えるべきかの検
討は後に考えるとこととし、まずは、『生い立ち』に関
する情報を可能な限り把握しておくことが子どもに関
わる支援者すべてに求められる意識」だと指摘する。
里親委託の推進と伴って児童相談所に里親に対する相
談や研修を含む支援業務が児童福祉法に位置付けられ
た。児童相談所は里親に対する相談や研修に「出自を
知る権利」を保障するための具体的な内容や方法等を
検討や定めについて考える必要があると考える。社会
的養護の下で暮らす子どもたちは自分がどこで、どの
ように、誰から生まれたのか、どのような理由で親や
家族から離れて生活するに至ったのか、また多くの人
たちの支えによってここまで育ってきたことを知るこ
とから、現実に向き合えるのだろう。 
第 3 に、改正児童福祉法では被虐待児童への自立支
援として児童相談所の措置等が解除され在宅に戻した
後の親子関係の再構築を向けての支援を強調している。
親子関係を修復するためには愛着形成が大事だとされ、
ソーシャルワーク実践においても愛着形成に注目した
援助が多くなされている。愛着形成は親子関係の再を
成すための重要な要素の一つであることは間違いない。
しかし問題は愛着形成＝親子関係再構築というような
理解・認識や捉え方が社会的養護におけるソーシャル
ワーク実践で強く求められていることである。そもそ
も乳幼児期に愛着というものを受けた、与えた、感じ
たことのない親子に愛着形成が強いられること自体が
かえって当事者たちに過度な負担を与え、自信感を喪
失させ、関係の再構築を悪化させる場合もある。子育
て家庭支援の観点から親子関係の再構築を向けてのソ
ーシャルワーク実践において愛着形成のあり方につい
て探求することも必要であろう。 
第 4 に、これからの社会的養護のあり方に問われる
課題である。これからは社会的養護をソーシャルイン
クルージョン（社会的包摂）の手段の一つとして捉え、
社会的養護関連の法律・政策の文言に明確に位置づけ
ていくことが必要である。ソーシャルインクルージョ
ンという用語は、EU において 1980 年代末から 90 年
代初頭にかけてソーシャル・エクスクルージョン（社
会的排除）の状況に対抗するために登場した概念であ
り、社会的に排除され孤立した人たちを社会に包み込
むことである 14。 
日本においても前述した 2011 年に厚生労働省が出
した「社会的養護の課題と将来像」報告書では、社会
原著 
 
 
 
的養護の役割の一つとしてソーシャルインクルージョ
ン（社会的包摂）の実現 15 のためであることを示して
いる。しかし、今日、ソーシャルインクルージョンは
社会福祉分野、とりわけ障害児者の教育・福祉では基
本原理・原則として示され、推進されている。これか
らは社会的養護を、ソーシャルインクルージョンを実
現する手段として捉え、社会的養護関連の法律・政策
の文言に明確に位置づけ、推進していかなければなら
ない。子どもの家庭（親）からの排除は、保育・教育、
経済活動、地域社会からの排除へと、さらには人との
つながりを断絶させ、生存そのものを脅かす。社会的
養護の下で暮らす子どもたちの生存・発達保障はソー
シャルインクルージ具現化に向けての本質的な取り組
みである。 
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のためには、当事者の声を聞くとともに、当事者の参加を進
めていく視点が必要である」。 
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